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新市建設計画変更に係る新旧対照表 
 

頁 項目名 新 旧 

表紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年（２００５年）３月 

八代地域市町村合併協議会 

八代市・坂本村・千丁町・鏡町・東陽村・泉村 

平成２７年（２０１５年）３月変更 八代市 

令和 ３年（２０２１年）３月変更 八代市 

平成１７年（２００５年）３月 

八代地域市町村合併協議会 

八代市・坂本村・千丁町・鏡町・東陽村・泉村 

平成２７年（２０１５年）３月変更 八代市 

令和 ３年（２０２１年）３月変更 八代市 

P.８ 

 

第 1 節 

序論 

（４）計画の期間 

本計画は、合併年度及びこれに続く２０年度（令和７2 年度まで）とします。 

（４）計画の期間 

本計画は、合併年度及びこれに続く１５年度（平成３２年度まで）とします。 

P.１４ 第 3 節 

主要指標の

見通し 

❶人口 

● 平成７年から平成２７年までの数値は、各年における国勢調査のデータを実績値

として用いました。令和２ 年、令和７ 年の人口予測については、国立社会保障・

人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０年３月推計）」のコーホー

ト要因法
注）

による推計値を用いました。 

● 推計値によると、平成１７年の１３６,８８６人が令和７２年には１１５,８１２人になり、

大幅な減少傾向となることがうかがえます。 

● 減少率をみると、平成７～１２年の５年間で△２．１％となっていましたが、平成２２

～２７年には△3.6％となり、年々減少傾向の割合が大きくなっていることが分か

ります。さらに、令和２～７年には△４．９％となることが推計されており、人口減少

のスピードが増していくと予測されます。 

注） 省略      

 

❶人口 

● 平成７年から平成２２年までの数値は、各年における国勢調査のデータを実績値

として用いました。平成２７年、平成３２年の人口予測については、国立社会保障・

人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」のコーホー

ト要因法
注）

による推計値を用いました。 

● 推計値によると、平成１７年の１３６,８８６人が平成３２年には１２０,０８３人になり、

大幅な減少傾向となることがうかがえます。 

● 減少率をみると、平成７～１２年の５年間で△２．１％、平成１２～１７年で△    

２．７％、平成１７～２２年で△３．４％、平成２２～２７年で△４．５％、平成２７～３２

年で△４．９％と減少傾向の割合が大きくなっあああああああており、人口減少

のスピードが増していくと予測されます。 

注） 省略      
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頁 項目名 新 旧 

    

P.1５  ❷人口構造 

● 年齢３階層別の人口では、年少人口の総人口に占める割合が平成１７年の    

１３．８％から令和７ 年には１２．５％に減少し、生産年齢人口についても同様に 

６０.３％から５１．６％に減少しています。 

● 一方、高齢化率（総人口に占める老年人口の割合）が平成１７年の２５.７％から 

令和７ 年には３５．９％に増加しています。 

● （省略） 

 

❷人口構造 

● 年齢３階層別の人口では、年少人口の総人口に占める割合が平成１７年の    

１３．８％から平成３２年には１１．２％に減少し、生産年齢人口についても同様に 

６０.４％から５３．8％に減少しています。 

● 一方、高齢化率（総人口に占める老年人口の割合）が平成１７年の２５.７％から 

平成３２年には３４.９％に増加しています。 

● （省略） 
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P.1６  ❸世帯数 

● 平成７年から平成２７年までの合併前後の市町村の世帯数（国勢調査：各年の１０

月１日時点）を実績値とし、世帯数の回帰分析（指数関数）により推計値を算出

し、その推計値と人口の推計値より１世帯当たり人員を算出しました。 

● 傾向としては、世帯数が平成１７年の 46,983 世帯から令和７ 年には 49,659

世帯に増加する一方、逆に 1 世帯当たり人員は 2.91 人から 2.33 人に減少して

おり、核家族化が進行すると予測されます。 

 

❸世帯数 

● 平成７年から平成２２年までの合併前後の市町村の世帯数（国勢調査：各年の１０

月１日時点）を実績値とし、世帯数の回帰分析（指数関数）により推計値を算出

し、その推計値と人口の推計値より１世帯当たり人員を算出しました。 

● 傾向としては、世帯数が平成１７年の 46,983 世帯から平成３２年には 49,315

世帯に増加しる一方、逆に 1 世帯当たり人員は 2.91 人から 2.44 人に減少して

おり、核家族化が進行すると予測されます。 
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  ❹就業人口 

● 昭和５５年から平成２７年までの産業別就業人口（国勢調査：各年の１０月１日時

点）を実績値とし、産業別就業者数の構成比及び全就業者数の直線回帰により

推計値を算出しました。 

● 就業者数は減少傾向にあり、令和７ 年の全就業者数は５０,３７７人と予測されま

す（平成１７年からの減少率：△22.1％）。 

● （省略） 

 

❹就業人口 

● 昭和５５年から平成２２年までの産業別就業人口（国勢調査：各年の１０月１日時

点）を実績値とし、産業別就業者数の構成比及び全就業者数の直線回帰により

推計値を算出しました。 

● 就業者数は減少傾向にあり、平成３２年の全就業者数は 51,820 人と予測されま

す（平成１７年からの減少率：△19.8％）。 

● （省略） 

P.１９ 第 4 節 

新市建設の

基本方針 

❶新市の将来像 

（４）持続可能なまちづくりの推進 

社会経済情勢の変化に伴い、多くの新たな政策課題が発生しています。新市にお

いては、持続可能なまちづくりを推進していくため、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に

掲げられた１７の開発目標を見据えて本計画を推進していきます。また、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、「新しい生活様式」を取り入れた社会の構築も喫緊の

課題となっていることから、新型コロナ対策をＳＤＧｓと連携させ、横断的かつ不断の

取組を実行していくとともに、Society5.0 時代を見据えた市民生活と行政の DX

（デジタルトランスフォーメーション）を推進していきます。 

❶新市の将来像 

（（新規）持続可能な ま ちづくりの 

社会経済情勢の変化に伴い、多くの新たな政策課題が発生しています。新市にお

いては、持続可能なまちづくりを推進していくため、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に

掲げられた１７の開発目標を見据えて本計画を推進していきます。また、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、「新しい生活様式」を取り入れた社会の構築も喫緊の

課題となっていることから、新型コロナ対策をＳＤＧｓと連携させ、横断的かつ不断の

取組を実行していくとともに、Society5.0 時代を見据えた市民生活と行政の DX

（デジタルトランスフォーメーション）を推進していきます。 
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（５）将来目標人口 

新市の人口は、令和７2 年には 11 万６千人前後にまで減少すると推計されてい 

ます。（第 3 節） 

人口減少社会に突入した現代においては、人口減少に歯止めをかけるため、広域

的拠点性を活かした企業誘致や若者定住施策などの活力ある地域社会づくりを展

開し、令和７年度まで１２      万人の維持を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（4）将来目標人口 

新市の人口は、平成 32 年には 1２万 5 千人前後にまで減少すると推計されてい

ます。（第 3 節） 

人口減少社会に突入した現代においては、人口減少に歯止めをかけるため、広域

的拠点性を活かした企業誘致や若者定住施策などの活力ある地域社会づくりによ

り、現状（平成 25 年度末）の 13 万人の維持を目指していきます。 

P.４７ 

 

 ❺地域別整備の方針 

● 前項の将来都市像で示す土地利用および都市構造を踏まえて、今回地域別のワ

ーキング会議により検討を行ってきた６市町村の１１地域別の新市における位置

づけと整備の方向性、また、令和２年７月の豪雨災害により甚大な被害を受けた

坂本地域の復旧・復興の方向性について、以下に示します。 

❺地域別整備の方針 

● 前項の将来都市像で示す土地利用および都市構造を踏まえて、今回地域別のワ

ーキング会議により検討を行ってきた６市町村の１１地域別の新市における位置

づけと整備の方向性を、令和２年７月豪雨災害に伴う坂本地域の復旧・復た坂本

坂本地域の復旧・復興の方向性について、以下に示します。 

P.４９ 

 

 6.坂本地域（坂本中学校区） 

【新市での地域の位置づけと整備の方向性】 

● （省略） 

● （省略） 

● 令和２年７月の豪雨災害からの復旧・復興については、地域住民の意向を尊重

し、坂本町復興計画に基づき市が主体的に取り組むとともに、被災者の生活再建

や地場産業の復興、様々な災害の防止に配慮した施設の復旧等を図り、より安

全性に配慮した強靭なまちづくりを進めていきます。 

6.坂本地域（坂本中学校区） 

【新市での地域の位置づけと整備の方向性】 

● （省略） 

● （省略） 

● （新規）月の豪 雨災害からの復旧・復興については、地域住民の意向を尊重し、

市が主体的に取り組むとともに、被災者の生活再建や産業・経済の復興、再度災

害の防止に配慮した施設の復旧等を図り、より安全性に配慮した強靭なまちづく

全性に配慮した強靭なまちづくりを進めていきます。 

（新規） 
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頁 項目名 新 旧 

P.５６ 第 5 節 

施策の大綱 

【実りのくに】 

３．豊かな実りの享受 

 

 

 

 

 

 

【実りのくに】 

３．豊かな実りの享受 

 

P.６１  【拠りのくに】 

４．拠点を支える基盤 

 

【拠りのくに】 

４．拠点を支える基盤 
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頁 項目名 新 旧 

P.65  【誇りのくに】 

２．人と自然と共生した暮らしやすい生活環境の実現 

 

【誇りのくに】 

２．人と自然と共生した暮らしやすい生活環境の実現 
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頁 項目名 新 旧 

P.６６    

P.７２ 第 7 節 

新市におけ

る熊本県事

業の推進 

（5）「くまもと県南フードバレー構想」の推進 

● 平成 25 年 3 月に策定した「くまもと県南フードバレー構想」に基づき、6 次産業化

や農商工連携を促進し、農林水産物をはじめとした「食」に関連する産業の活性化

を図ります。 

（5（新規））「くま フードバレー構想」の推進 

● 平成 25 年 3 月に策定した「くまもと県南フードバレー構想」に基づき、6 次産業化

や農商工連携を促進し、農林水産物をはじめとした「食」に関連する産業の活性化

を図ります。 



9 / 15  

頁 項目名 新 旧 

P.75 第 8 節 

公共的施設

の適正配置

と整備 

❶基本的な考え方 

公共的施設の配置と整備については、住民生活にの地域におけるこれまでの各種

サービ      スの利便性を損なうことや       急激な変化を及ぼすことがな

いよう配慮した上で、公共施設等総合管理計画に基づく新たな施設整備の抑制と、

既存施設の統廃合や複合化及び除却等による施設総量の縮減を図り、地域特性や

地域バランス、財政状況を考慮しながら適切な運営の合理化のもとで逐次検討を行

い、整備を進めていきます。 

特に、行政の窓口サービス等に関しては、住民サービスの低下を招かないよう 

本庁及び合併によって支所となる旧庁舎において十分な連携が取れるよう機能整

備を図るとともに、電子自治体に対応した住民サービスの利便性の向上に努めて 

いきます。 

また、既存施設の予防保全等の実施による長寿命化と効率的な維持管理を推進

し、財政負担の軽減及び平準化あああああああに努めます。 

❶基本的な考え方 

公共的施設の配置と整備については、それぞれの地域におけるこれまでの各種サ

ービスの利便性を損なわないように配慮し、暮らしの 急激な変化を及ぼさことがな

いようにします。その上で、ああああああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああああああああああああ地域特性や 

地域バランス、財政状況を考慮しながら適切な運営の合理化のもとで逐次検討を行

い、整備を進めていきます。 

特に、行政の窓口サービス等に関しては、住民サービスの低下を招かないよう 

本庁及び合併によって支所となる旧庁舎において十分な連携が取れるよう機能整

備を図るとともに、電子自治体に対応した住民サービスの利便性の向上に努めて 

いきます。 

なお、新規施設の整備にあたっては合理化等を進めつつ、空き施設の改修による

有効活用を優先して、出来る限り整備費の抑制に努めます。 

  ❷公共的施設の体系的な整備方針 

（6）コミュニティ施設及び庁舎等 

人間性豊かなコミュニティづくりを目指して、住民が心のふれあいを持てる拠

点機能の充実を図っていきます。また、既存の自治公民館や集会所に関しては、

住民自治によるまちづくり推進の拠点施設としての活用を考慮して、各地域（各

支所あ）毎あにその機能充実の方針を検討し、逐次その整備を進めていきます。

さらに、庁舎については、本庁舎の建設や支所整備を進め、将来にわたる行政機

能の継続や災害時における防災機能の確保を行っていきます。 

❷公共的施設の体系的な整備方針 

（6）コミュニティ施設及び庁舎等 

人間性豊かなコミュニティづくりを目指して、住民が心のふれあいを持てる拠

点機能の充実を図っていきます。また、既存の自治公民館や集会所に関しては、

住民自治によるまちづくり推進の拠点施設としての活用を考慮して、各地域（各

支所毎）ごとにその機能充実の方針を検討し、逐次その整備を進めていきます。

または、庁舎（本庁・支所）整備の検討を進め                ああああ

能の継続や災害時における防災機能の確保を行っていきます。 
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頁 項目名 新 旧 

P.７７ 第 10 節 

財政計画 

❷財政計画の概要 

（1）計画期間 

 ● 計画期間は、合併年度及びその後の１５年間を、さらに５年間延長し、２０年間

（平成１７年度～令和７年度）                     としています。 

（2）作成方法 

 ①（省略） 

 ②本計画は、歳入・歳出それぞれ科目別に市町村合併に伴う行財政改革の取組や

国・県の財政支援措置などを反映させ作成しています。 

 ③令和２２年度は決算見込みのため、令和元 年度からの繰越事業費及び令和３3

年度への繰越想定事業費を含んでいます。 

 

❸健全財政の確保 

 ● （省略） 

    ①（省略） 

    ②（省略） 

    ③市債については、将来にわたる公費負担が過大にならないように計画的に借

り入れていきます。また、通常債に加えて合併特例債の借入可能額を有効  

かつ適切に活用することにしています。 

    ④一般職の職員数については、合併時点から令和元 年４月１日までに２４５人削

減しています。今後も引き続き、定員の適正化及び人件費の抑制に取り組み

ます。 

    ⑤投資的経費は、「環境センター建設」や「新庁舎建設」や「民俗伝統芸能伝承館

（仮称）整備」を見込むほか、今後の財政状況を勘案し、財源に見合った範囲

内で確保しています。 

 

❷財政計画の概要 

（1）計画期間 

 ● 計画期間は、これまでの平成１７年度から平成２７年度までの１１年間に、新たに

平成２８年度から平成３２年度までを追加し、合わせて１６年間としています。 

（2）作成方法 

 ①（省略） 

 ②本計画は、歳入・歳出それぞれ科目別に市町村合併に伴う削減状況    や

国・県の財政支援措置などを反映させ作成しています。 

 ③平成２５年度は決算見込みのため、平成２４年度からの繰越事業費及び平成 26

年度への繰越想定事業費を含んでいます。 

 

❸健全財政の確保 

 ● （省略） 

    ①（省略） 

    ②（省略） 

    ③市債については、将来にわたる公費負担が過大にならないように計画的に借

り入れていきます。また、通常債に加えて合併特例債の借入可能額を有効  

かつ適切に活用することにしています。 

    ④一般職の職員数については、合併時点から平成２６年４月１日までに２４３人削

減しています。今後も引き続き、定員の適正化及び人件費の抑制に取り組み

ます。 

    ⑤投資的経費は、「環境センター建設」や「新庁舎建設」や「民俗伝統芸能伝承館

（仮称）整備」を見込むほか、今後の財政状況を勘案し、財源に見合った範囲

内で確保しています。 
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  ❹まとめ 

   市町村合併によるスケールメリットを活かした行財政改革を行ってきましたが、令

和３３年度には地方交付税による合併支援措置が無くなることで、財政計画に位置

付ける                   基金残高が、平成３０年度の７５億円から、令和

７             .年度には４３億円まで減る見込みであることから、依然として

厳しい財政運営が予測されます。 

今後も、更なる事業の見直しを行い、適正な受益者負担を求めるとともに、市町村

合併により重複した公共施設等の統廃合・長寿命化など、財政負担の軽減や平準化

を図り、恒久的な市民サービスの確保を図っていきます。 

❹まとめ 

   市町村合併によるスケールメリットを活かした行財政改革を行ってきましたが、平

成３３年度には地方交付税による合併支援措置が無くなることで、財政計画では  

１００億円以上あった市の貯金である基金残高が、平成３２年度には半分以下の４６

億円まで減り、平成３５年度には２２億円まで減る見込みであることから、益々として

厳しい財政運営が予測されます。 

   今後は、更なる事業の見直しを行い、適正な受益者負担を求めるとともに、市町村

合併により重複した施設の廃止統合など、行政のスリム化を促進させ    平準化

を図り、恒久的な市民サービスの確保を図っていきます。 

P.７８  ❺歳入歳出の主要項目 

（1）歳入 

 ①市税 

  ● 過去の実績等や今後の経済見通しを踏まえて、現行税制度を基本に推計して

いま資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯 などですす。 

②地方交付税 

● 普通交付税の合併算定替の段階的削減（平成２８年度から令和２年度）による

影響を反映しています。また、市債の償還に対する措置分は、今後の借入見

込額に伴う償還見込額も踏まえて試算していま                   

より２５億円少なくなる見込みですす。 

 ③国庫支出金・県支出金 

  ● 現行の補助率に基づき、扶助費や投資的経費などの歳出に連動させて試算し

てついては、過去の実績を参考に行政の事務事業に応じた国や県の補助金

補助金を見込んでいます。 

④繰入金 

● 所要見込額の事業内容を考慮し、財政調整の機能を有する基金の活用は、毎

年度の単年度収支が１億円から３億円の規模になるよう試算していまです。 

❺歳入歳出の主要項目 

（1）歳入 

 ①市税 

  ● 個人市民税や法人市民税などの市民税、土地及び家屋並びに償却資産など

の固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などです。 

②地方交付税 

 ● 市町村など、地方公共団体が等しく合理的かつ妥当な水準で行政事務が出

来るように、国から交付される税です。これまで合併算定替による支援措置が

ありましたが、平成２８年度から段階的に削減され、平成３２年度には２５年度

より２５億円少なくなる見込みです。 

 ③国庫支出金・県支出金 

  ● 平成２７年度で合併に係る臨時的な支援措置はすべて終わるため、平成２８年

度以降については、過去の実績を参考に行政の事務事業に応じた国や県の

補助金を見込んでいます。 

 ④繰入金 

● 環境センター建設や新庁舎建設など、大型プロジェクトに多額の費用が掛か

る際に、貯えておいた基金を繰り入れ、単年度の負担を軽減するものです。 
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   ⑤市債 

  ● 債務負担行為、継続費設定済などを除いた事業に充当する通常債は、歳出に

連動させて試算しています。また、臨時財政対策債は、令和２年度見込額を固

定建設にも活用予定としていま す しています。 

（２）歳出 

   ①人件費 

● 令和２年度における職員数を基に、退職手当の所要額なども踏まえ推計す。

合併の平成 17 年度から平成 27 年度までに一般職職員を 250 人削減して

います。 

②扶助費 

● 生活保護や障がい福祉、私立保育園の運営費や児童扶養手当、老人福祉な

どの社会保障費など、過去の推移を踏まえ、一定の伸び率を乗じて推計して

いまれます。 

③公債費 

● 既発行分の市債償還は償還計画に基づき積算し、今後の発行予定分の市債

償還は理論計算により推計                           してい

ます。 

④物件費 

● 施設運営に係る一般的な経費で、事務用品・ １ 光熱水費や委託料など行政事

務を行う一般的な経費であり、直近の推移を踏まえ試算したものに、事業見直

しの影響を反映させて試算しています。 

⑤補助費等 

● 広域消防など一部事務組合への負担金や、各種事業・団体への補助金など 

であり、直近の推移を踏まえ試算したものに、事業見直しの影響を反映させて

試算しています。 

 ⑤市債 

  ● 本計画の建設事業や、国の施策による市の借金です。また、本市の均衡ある

発展に係る建設事業については、合併特例債を活用し、計画中の環境センタ

ーや新庁舎の建設にも活用予定としています。 

（２）歳出 

   ①人件費 

● 職員の給与や、市議会議員及び市政協力員並びに消防団員の報酬などです。

合併の平成 17 年度から平成 27 年度までに一般職職員を 250 人削減して

います。 

②扶助費 

● 生活保護や障がい福祉、私立保育園の運営費や児童扶養手当、老人福祉な

どの社会保障費で、少子高齢化や景気の低迷等により、今後も上昇傾向が見

込まれます。 

③公債費 

● 市債として借り入れたお金の元金と利子を返済するもので、この経費が増え

すぎると財政硬直化の原因となるため、計画的に市債を借り入れ、返済してい

ます。 

④物件費 

● 行政事務を行う一般的な経費で、事務用品や光熱水費・電話や郵便料金、ま

た施設管理運営経費などの委託費などで、今後更に削減を要しのに、事業見

直しの影響を反映させて試算ています。 

⑤補助費等 

● 広域消防・市立病院務 組合への負担金や、各種事業・団体への補助金など

で、今後更に削減を要しまえ試算したものに、事業見直しの影響を反映させて

試算しています。 
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  ⑥その他（積立金） 

● 過去の推移や、市の一体的な地域振興策のための基金への積立てを踏まえて

試算しています。 

⑦投資的経費 

● 環境センターや新庁舎建設など大型プロジェクトを含む、道路･公園･学校整

備などの普通建設事業や、災害からの復旧・復興事業に係る経費であり、直近

の推移などを踏まえ試算しています。 

 

❻期間延長による財政効果 

合併特例債の発行期間が合併年度及びその後の１０年間から２０年間へ延長と 

なったことから、令和７年度までの借入可能額である４０１億円の枠を有効に活用す

る予定です。また、令和２年７月豪雨災害からの復興を含めた市の一体的な地域振

興策については、合併特例基金の活用も検討しながら効率的な財政運営を目指し

ていきま約 68％にあたる 274 億円を活用予定です。 

 

（新規） 1  

● 過去の推移や、市の一体的な地域振興策のための基金への積立てを踏まえ

て試算しています。 

⑥投資的経費 

● 環境センターや新庁舎建設など大型プロジェクトを含む、道路・公園・学校整

備などの普通建設事業で災害からの復旧・復興事業に係る経費であり、直の

推移などを踏まえ試算していますす。 

 

❻期間延長による財政効果 

合併特例債は、事業費の 95％まで借り入れでき、その返済額の 70％が地方交

付税に算入されるというルールの借金で、合併した年度及びこれに続く 10カ年度の

適用でしたが、法改正により、5 カ年延長されるものです。それにより、平成 17 年度

合併時は借入可能額の約 40％にあたる 162 億円を活用予定でしたが、今回借入

可能額の約 68％にあたる 274 億円を活用予定です。 
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Ｐ.８０ 用語解説   

 

※上記のほか、表中の年表記に新たに西暦を併記しています。 

（新規） 

（新規） 

（新規） 


